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一 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

(54) Title: APPLICATION DEVICE

(54) 発明の名称 ：塗布装置

(57) Abstract: This marking device (1) i s provided
with the following: an ink tank (10); a stamp part (21)
that, with ink fed from the ink tank (10) retained
therein, contacts the jacket o f an electrical cable
(100), thereby applying the ink to said jacket; and a
cover (24) that covers the side surfaces o f the stamp
part (21) that are substantially perpendicular to the
contact surface o f the stamp part (21) that contacts the
electrical cable (100). Said cover (24) has substan
tially semicircular recesses (24a) formed in the con
tact-surface (21a) sides thereof, and by fitting said r e
cesses (24a) around the electrical cable (100), the
stamp part (21) i s made to contact the electrical cable
(100) and a liquid agent i s applied to the jacket there
of.

(57) 要約： マ一キ ング装置 （1 ) は、イ ン
ク タ ンク （1 0 ) と、 イ ンク タ ンク （1
0 ) か ら液送 され るイ ンクを保持 した状態
で電線 （1 0 0 ) の被覆部 に接触 す る こと
によ り、イ ンクを被覆部 に塗布す るス タン
プ部 （2 1 ) と、ス タンプ部 （2 1 ) の う
ち電線 （1 0 0 ) との接触 面 と略直交す る
側面 を覆 うカバ一 （2 4 ) とを備 える。力
バ一 （2 4 ) は、接触 面 （2 1 a ) 側 に形
成 され た略 半 円状 の 凹部 （2 4 a ) を有

し、 当該 凹部 （2 4 a ) を電線 （1 0 0 ) こ嵌 め る動作が行われ る ことで、ス タ ンプ部 （2 1 ) が電線
( 1 0 0 ) に接触 して被覆部 に液剤が塗布 され る。



明 細 書

発明の名称 ：塗布装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、塗布装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、電線の使用目的等を識別するため、電線の被覆部にインクを着色 （

塗布）することでマ一キングを施す電線のマ一キング装置が、塗布装置の 1

つとして知られている。このような電線のマ一キング装置としては、送り出

されてくる電線に向けて配置された複数の着色ノズルから電線に向かって、

インクが吹き付けられるものが提案されている （特許文献 1参照）。また、

1 つの着色ノズルから電線に対 してインクが吹き付けられてマーキングが施

される装置についても提案されている （特許文献 2 及び 3 参照）。

[0003] しか し、このような特許文献 1 〜 3 に記載のマ一キング装置では、ノズル

からィンクが吹き付けられるため、電線に着色 しないィンクによるインク口

スが発生 して しまう。

[0004] そこで、インクを保持 した状態で電線の被覆部に接触することにより、ィ

ンクが被覆部に塗布される多孔質部材を備えたマ一キング装置が提案されて

いる （特許文献 4 参照）。このマーキング装置では、多孔質部材が被覆部に

接触 した分だけ、インクが被覆部に塗布されることとなり、電線に着色 しな

ぃィンクによるインクロスを抑えることができる。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：日本国特開 2 0 0 8 — 9 3 6 1 7 号公報

特許文献2 ：日本国特開平 6 _ 1 9 0 3 4 1 号公報

特許文献3 ：国際公開第 2 0 0 4 / 0 1 5 7 2 1 号公報

特許文献4 ：日本国特開 2 0 1 - 2 5 2 9 4 2 号公報

発明の概要



発 明が解決 しょ うとす る課題

[0006] 特 許 文献 4 に記載 のマー キ ング装 置 において、 多孔質部 材 は、 電線 との接

触 面 と略 直交 す る面 （側 面 ） の うち接触 面側 が僅 か に露 出 して い る。 ここで

、 多孔質部 材 は、柔 らか い部 材 であ るため、着 色 時 に電線上 で滑 った り、 へ

タ リ （複数 回の着 色 による変形 ） が発 生 した りす る。 そ こで、従 来 のマ一 キ

ング装 置 で は、 多孔質部 材 の側 面 の露 出部 分 を焼 くことによ リコ一テ ィング

を施 す ことと して い る。 この コーテ ィングによ り、 多孔質部 材 の側 面 の剛性

が高 まる こととな り、 滑 り及びへ タ リを防止 す る ことがで きる。

[0007] しか し、従 来 のマ一 キ ング装 置 で は、 多孔質部 材 の露 出部 分 に コ一テ ィン

グを施 さな けれ ばな らず、煩雑 な作業 が発 生 して しま う。 な お、 この問題 は

、 電線 にイ ンクを着 色 す るマ一 キ ング装 置 に限 らず、他 の塗布装 置 につ いて

も共通 す る問題 であ る。 すなわ ち、 イ ンクに限 らず電線 に下塗 り剤 な どの樹

脂 ゃ コ一テ ィング剤 等 の液剤 を塗布 す る塗布装 置 に も共通 す る問題 であ る。

[0008] 本発 明 は この よ うな従 来 の課題 を解 決 す るため にな された ものであ り、 そ

の発 明の 目的 とす る ところは、煩雑 な作業 が発 生 す る ことな く、 滑 り及びへ

タ リを防止 す る ことが可能 な塗布装 置 を提 供 す る ことにあ る。

課題 を解決 す るための手段

[0009] 本発 明 に係 る上記 目的 は、 下記構成 によ り達成 され る。

( 1 ) 電線 の被覆部 に液剤 を塗布 す るため の塗布装 置 であ って、前 記液剤

を受容 す る液剤 タ ンク と、前 記液剤 タ ンクか ら液 送 され る前 記液剤 を保持 し

た状 態 で前 記 電線 の被覆部 に接触 す る ことによ り、前 記液剤 を前 記被覆部 に

塗布 す る多孔質部 材 と、前 記多孔質部 材 の うち前 記 電線 との接触 面 と交差 す

る側 面 を覆 うカバ 一 と、 を備 え、前 記 カバ 一 は、前 記多孔質部 材 の接触 面側

に形成 された略半 円状 の凹部 を有 し、 当該 凹部 を前 記 電線 に嵌 め る動 作 が行

わ れ る ことで、前 記多孔質部 材 が前 記 電線 に接触 して前 記被覆部 に前 記液剤

が塗布 され る塗布装 置。

[001 0] 上記 （1 ) の構成 の塗布装 置 によれ ば、 多孔質部 材 の側 面 が カバ 一で覆 わ

れ る。即 ち、 多孔質部 材 の側 面 に接 す るカバ 一部 分 によ り、側 面 を コ一テ ィ



ング して剛性を高めるときと同等の効果が得 られる。そこで、コーティング

を施すという煩雑な作業が発生することな く、滑 り及びへタ リを防止するこ

とができる。加えて、カバ一には凹部が形成されているため、カバ一に凹部

が形成されていないときのように、多孔質部材が電線に接触できな くなって

しまう事態を防止することができ、更に、細い径の電線も着色出来る。また

、凹部の深さを調整する事によって、太い径の電線にも対応可能である。

発明の効果

[001 1] 本発明の塗布装置によれば、煩雑な作業が発生することな く、滑 り及びへ

タ リを防止することができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 図 1 は本発明の実施形態に係る塗布装置の一例を示す概略構成図である

[ 図2] 図 2 は図 1 に示 したフェル 卜部及びその周囲を示す拡大図である。

[ 図3] 図 3 は本実施形態に係るスタンプ部の周辺を示す概略図であり、図 3 の

( a ) はスタンプ部及びカバ一を示 し、図 3 の （b ) は電線との関係を示 し

ている。

[ 図4 ] 図 4 はマ一キング装置の動作図であって、マ一キング時の装置状態を示

している。

[ 図5] 図 5 はマ一キング装置の動作図であって、待機状態における装置状態を

示 している。

[ 図6] 図 6 は本実施形態に係るマーキング装置と従来品との待機状態からの復

帰時における状態等を示 した図である。

[ 図7] 図 7 は本実施形態に係るマ一キング装置によリマ一キングされた電線を

示す図である。

発明を実施するための形態

[001 3 ] 以下、本発明の好適な実施形態を図面に基づいて説明する。図 1 は、本発

明の実施形態に係る塗布装置の一例を示す概略構成図である。なお、以下で

は、電線の被覆部にマ一キングを施すマ一キング装置を例に説明するが、塗



布装置はマ一キング装置に限られるものではない。

[0014] 図 1 に示す電線 1 0 0 のマ一キング装置 （塗布装置） 1 は、電線 1 0 0 の

被覆部に電線識別用のマ一キングを施すものであって、インクタンク （液剤

タンク） 1 0 と、本体部 2 0 とから構成されている。

[001 5] インクタンク 1 0 は、内部にインク （液剤）を受容するものであって、大

径開放部 1 0 a と小径開放部 1 0 b とを有する略漏斗形状に構成されている

。小径開放部 1 0 b 側は後述の可撓管 3 0 を介 して本体部 2 0 までつながつ

ており、インクタンク 1 0 内のインクは小径開放部 1 0 b 側から本体部 2 0

まで液送される。また、インクタンク 1 0 は、内部のインクが少量となると

、大径開放部 1 0 a 側の蓋部材 （後述の加圧機構 1 1 と兼用の部材）を取 り

外すことにより、インクを継ぎ足すことができる構成となっている。なお、

インクタンク 1 0 は、継ぎ足 し式に限らず力一 卜リッジ式などであってもよ

し、。さらに、インクタンク 1 0 は、図 1 に示す形状等に限るものではなく、

他の形状であってもよい。

[001 6] また、インクタンク 1 0 は、加圧機構 1 1 を備えている。加圧機構 1 1 は

、例えばインクタンク 1 0 の大径開放部 1 0 a 側から小径開放部 1 O b 側に

向けて移動可能なブランジャであつて、ブランジャが小径開放部 1 0 b 側に

移動することによりインクタンク 1 0 内が加圧される。これにより、加圧機

構 1 1 は、インクタンク 1 0 から後述のスタンプ部 2 1 にインクを送出する

[001 7] 本体部 2 0 は、インクタンク 1 0 から液送されるインクを電線 1 0 0 の被

覆部に着色することでマ一キングを施すものであって、スタンプ部 （多孔質

部材） 2 1 を備えている。

[001 8] スタンプ部 2 1 は、多孔質材料により構成されるものであって、例えばァ

クリル繊維、ポ リエステル繊維、ナイロン （登録商標）繊維、 ビニロン繊維

を原料とし、該原料を樹脂で固めたり、焼結させたりしたものが使用される

。このスタンプ部 2 1 は、インクタンク 1 0 から液送されるインクを含んだ

状態で保持する。また、このスタンプ部 2 1 は、電線 1 0 0 の上下に挟むよ



うに配置 されてお り、制御部 によ り駆動 されて互いに近づ く方向に移動 させ

られる。すなわちスタンプ部 2 1 は、電線 1 0 0 を上下か ら挟むように移動

させ られることとなる。 これによ り、スタンプ部 2 1 は、 インクを保持 した

状態で電線 1 0 0 の被覆部 に接触 し、 インクを被覆部 に着色 してマ一キング

を施す。なお、 2 つのスタンプ部 2 1 は、図 1 に示す断面 において互いに離

れて図示 されているが、実際には図面奥行 き側 に横 向 きとなる U 字形状や凹

字形状な どの形状 に構成 されてお り、両者 は一体 とな っている。 このため、

上側のスタンプ部 2 1 に供給 されたインクは、下側のスタンプ部 2 1 にも浸

透 して供給 されることとなる。

[001 9] さ らに、本実施形態 においてマ一キング装置 1 は、 インクタンク 1 0 か ら

本体部 2 0 までの間に介在 した可撓管 3 0 を備 えている。可撓管 3 0 は、 ィ

ンクタンク 1 0 か らのィンクを本体部 2 0 のスタンプ部 2 1 側 に導 くための

ものであ り、柔軟性 を有 して屈曲 自在 とな っている。 このため、 インクタン

ク 1 0 内のインクは、小径開放部 1 0 b 側 か ら可撓管 3 0 内に至 り、可撓管

3 0 を介 して本体部 2 0 まで供給 されることとなる。

[0020] このように、 インクタンク 1 0 と本体部 2 0 との間に可撓管 3 0 を備 える

ため、スタンプ部 2 1 を可動 させた と しても、その振動 はインクタンク 1 0

まで伝わ り難 くな り、振動 によるインク漏れやインク供給不良が発生 し難 く

なる。 さ らに、可撓管 3 0 を介 してインクタンク 1 0 が接続 されることか ら

、 インクタンク 1 0 を本体部 2 0 に取 り付 ける必要がな く、本体部 2 0 を軽

量化することがで きる。 また、本体部 2 0 の大型化 を防止することがで きる

ため、マ一キング装置 1 の設置 にあ っては、本体部 2 0 とインクタンク 1 0

とを別 々に設置することがで き、充分な設備スペースを確保 しな くともよい

[0021 ] さ らに、本実施形態 に係 るマ一キング装置 1 の本体部 2 0 は、 フェル ト部

2 2 と、漏 出インク保持部 2 3 と、 これ らを覆 う筐体 2 0 a とを備 えている

[0022] 図 2 は、図 1 に示 したフェル ト部 2 2 及びその周囲を示す拡大図である。



フェル 卜部 2 2 は、可撓管 3 0 を介 して送られてきたィンクを吸収すると共

に、吸収 したインクをスタンプ部 2 1 に浸透供給するものである。このフエ

ル 卜部 2 2 は、インクを吸収 してスタンプ部 2 1 に浸透供給する浸透供給部

2 2 a と、浸透供給部 2 2 a の外周を覆う被覆部材 2 2 b とから構成されて

いる。

[0023] 浸透供給部 2 2 a は、毛管間隙を備えるものであればよく、例えば繊維束

の樹脂加工体、繊維束の熱融着加工体、フェル ト加工体、フェル 卜のニー ド

ルパンチ加工体、合成樹脂の多孔質気泡体等の多孔質部材、又は軸方向のィ

ンキ誘導路を有する合成樹脂の押出成形体等が挙げられる。その材質は、ァ

クリル繊維、ポ リエステル繊維等の合成繊維樹脂を使用できる。この浸透供

給部 2 2 a により、可撓管 3 0 を介 して液送されたインクは、スタンプ部 2

1 まで至ることとなる。

[0024] 被覆部材 2 2 b は、浸透供給部 2 2 a の外周面を覆う外皮である。この被

覆部材 2 2 b は、合成樹脂フイルムや金属管などにより構成されている。さ

らに、被覆部材 2 2 b は、一部が切 り欠かれて開口部 2 2 c が形成されてい

る。

[0025] 漏出インク保持部 2 3 は、フェル ト部 2 2 の外周側において筒状に設けら

れており、画成された空間部 S を有 している。この空間部 S は、フェル ト部

2 2 の開口部 2 2 c に面 している。このため、フェル ト部 2 2 にインクが過

剰に供給されて開口部 2 2 c からインクが漏れ出したとしても、漏れ出した

インクは、漏出インク保持部 2 3 に至り保持される。これにより、インクの

過剰供給により着色不良が発生 して しまう可能性を低減することができる。

より詳細に述べると、本実施形態に係るマ一キング装置 1 は、可撓管 3 0 を

介 してィンクが本体部 2 0 に供給されているため、周囲の温度変化によるィ

ンク粘度の変化、あるいは、インクタンク 1 0 内の圧力変化によりインクの

過剰供給が発生 し得る。 しか し、本実施形態に係るマ一キング装置 1 では、

漏出ィンク保持部 2 3 が、過剰に供給され漏れ出したィンクを保持するため

、過剰供給により着色不良が発生 して しまう可能性が低減される。



[0026] さらに、本実施形態では上記フェル 卜部 2 2 及び漏出ィンク保持部 2 3 が

筐体 2 0 a で覆われている。これにより、フェル ト部 2 2 及び漏出インク保

持部 2 3 がむき出しとなって作業者等にインクが付着 して しまう事態を防止

している。

[0027] さらに、本実施形態においてマ一キング装置 1 は、図 1 に示すように、力

バ一2 4 を備えている。カバ一 2 4 は、スタンプ部 2 1 のうち電線 1 0 0 と

の接触面と略直交する側面を覆うものであり、本実施形態では筐体 2 0 a と

兼用されている。

[0028] また、本実施形態に係るマ一キング装置 1 は、スタンプ部 2 1及びカバ一

2 4 が以下のように構成されている。図 3 は、本実施形態に係るスタンプ部

1 の周辺を示す概略図であり、図 3 の （a ) はスタンプ部 2 1及びカバ一

2 4 を示 し、図 3 の （b ) は電線 1 0 0 との関係を示 している。なお、図 3

の （a ) ， （b ) においては、上下のスタンプ部 2 1及びカバ一 2 4 のうち

上側のスタンプ部 2 1及びカバ一 2 4 のみを示すものとするが、下側のスタ

ンプ部 2 1及びカバ一 2 4 についても同様の構成である。

[0029] 図 3 の （a ) に示すように、カバ一 2 4 は、スタンプ部 2 1 の電線 1 0 0

との接触面側に形成された略半円状の凹部 2 4 a を有 している。このため、

カバ一 2 4 は、スタンプ部 2 1 のうち、電線 1 0 0 との接触面 2 1 a 、及び

、凹部 2 4 a の対応部分のみを外部に露出させ、残部の全域を覆うこととな

る。そ して、図 3 の （b ) に示すように、カバ一 2 4 の凹部 2 4 a (図 3 の

( a ) では奥行き方向）に沿って電線 1 0 0 が供給されることとなる。この

ため、図4 を参照 して後述するが、本実施形態に係るマ一キング装置 1 は、

凹部 2 4 a を電線 1 0 0 に嵌めるように動作することで、スタンプ部 2 1 を

電線 1 0 0 に接触させて被覆部に液剤を塗布することとなる。

[0030] このように構成されるため、カバ一 2 4 でスタンプ部 2 1 の側面が覆われ

たとしても、スタンプ部 2 1 が電線 1 0 0 に接触できなくなって しまう事態

を防止することができる。更に、この凹部 2 4 a によって細い径の電線 1 0

0 も着色出来ると共に、凹部 2 4 a の深さを調整する事によって、太い径の



電線にも対応可能 とすることができる。

[0031 ] 次 に、マ一キング装置 1 の動作について説明する。図 4 は、マ一キング装

置 1 の動作図であって、マ一キング時の装置状態を示 している。電線 1 0 0

の被覆部 にマ一キングを施す場合、制御部か らの指令 により2 つのスタンプ

部 2 1 が互いに近寄る方向に移動 させ られる。 これにより、スタンプ部 2 1

は電線 1 0 0 に接触 し （図 4 参照）、マ一キングが施 される。その後、制御

部か らの指令 により2 つのスタンプ部 2 1 が互いに離れる方向に移動 させ ら

れる （図 1 参照）。 これにより、スタンプ部 2 1 は電線 1 0 0 か ら離間する

[0032] このように、マ一キング装置 1 は、電線 1 0 0 の被覆部 を挟み込んでスタ

ンプするため、複数の着色 ノズルを備える必要がな く装置の大型化を抑制す

ることができる。 また、スタンプ部 2 1 に多孔質部材が用い られているため

、電線 1 0 0 の被覆部へ押 し付 けられた分に応 じてインクが使用されること

とな り、インクロスを抑えることができる。 さらに、挟み込んでスタンプす

る方式であるため、電線 1 0 0 の被覆部の両サイ ドか らマ一キングされるこ

ととな り、 1 つの着色 ノズルにて被覆部の一方側か らマ一キングする場合 と

比較 して、識別性の低下を抑制することができる。

[0033] 加 えて、カバ一 2 4 が凹部 2 4 a を備えているため、スタンプ部 2 1 が電

線 1 0 0 に接触 しな くなる事態 も生 じない。

[0034] さ らに、本実施形態におけるスタンプ部 2 1 は、電線 1 0 0 の被覆部 にマ

—キングを施 さない待機状態において以下のようになる。図 5 は、マ一キン

グ装置 1 の動作図であって、待機状態における装置状態を示 している。図 5

に示すように、 2 つのスタンプ部 2 1 は、待機状態になると、制御部か らの

指令 により互いに近寄る方向に移動 させ られる。 このとき、スタンプ部 2 1

は、電線 1 0 0 の被覆部 にマ一キングを施すときよりも、 さらに互いに近寄

る方向へ移動 させ られて接触する。 これにより、スタンプ部 2 1 それぞれは

、接触面 2 1 a 同士が接触することとな り、乾燥 し難 くなる。 よって、本実

施形態のマ一キング装置 1 では、スタンプ部 2 1 における乾燥が抑制 される



[0035] なお、マ一キングに用いられるインクは一般的な文房具用のインクなどの

アルコール系の染料インクである。より具体的には粘度が 2 . 0 m P a s

以上 5 . 0 m P a s 以下であり、固形分が 1 0 重量％以上 2 0 重量％以下

のアルコール系の染料インクである。このため、スタンプ部 2 1 を構成する

多孔質材料は、耐アルコール性を有するものとすることが望ましい。一般的

なアルコール系の染料ィンクを使用 した場合に、多孔質材料が硬 くなつて変

形 し、耐久性が低下 して しまう事態を抑制することができるからである。

[0036] 図 6 は、本実施形態に係るマ一キング装置 1 と従来品との比較図である。

なお、図 6 の説明において従来品とは、スタンプ部 2 1 の接触面と側面との

双方が露出するタイプのマ一キング装置であり、待機時においてはスタンプ

部 2 1 の接触面同士を接触させるものの、側面は露出するものである。また

、従来品においてスタンプ部 2 1 の側面には、コーティングが施されていな

いものとする。

[0037] まず、本実施形態に係るマ一キング装置 1 では、スタンプ部 2 1 の側面が

カバ一 2 4 によって覆われている。このため、着色時にスタンプ部 2 1 の側

面 （凹部 2 4 a の対応部分は除く）が広がるように変形することなく、的確

に意匠を形成でき、意匠幅は図 6 に示すように 1 . 6 2 〜 1 . 9 8 m m とな

つている。これに対 して従来品では側面がカバ一 2 4 により覆われていない

ため、着色時にスタンプ部 2 1 の側面が広がるように変形 し、意匠幅は 1 .

9 5 〜 2 . 4 m m となっている。従って、本実施形態に係るマ一キング装置

1 は、目標とする意匠幅を小さくできることが確認された。

[0038] より詳細に従来品では目標意匠幅が 2 . 5 ± 0 . 5 m mであった。 しか し

、図 6 に示すように、この範囲外の意匠幅を有する意匠 （例えば意匠幅 1 .

9 5 m m) が形成されていた。これに対 して、本実施形態に係るマ一キング

装置 1 は、目標意匠幅が 1 . 5 ± 0 . 5 m mであり、範囲外の意匠幅を有す

る意匠が形成されず、的確な意匠が形成されるといえる。

[0039] また、本実施形態に係るマ一キング装置 1 では、スタンプ部 2 1 の側面が



カバ一 2 4 によって覆われることにより、従来品よりも乾燥 に対 して強 くな

つている。例えば、本実施形態に係るマ一キング装置 1 を、 1 0 °C の温度環

境下で 8 . 5 h 放置 した場合、その後マ一キング装置 1 を作動 させて着色を

施そうとすると、意匠は形成できるが、かすれや欠けが発生 し、適正な意匠

が形成できなかった。 しか し、 2 回連続 して加圧を行 ってインクを供給する

事 により適正な意匠が形成 された。 これに対 して従来品では、スタンプ部 2

の側面か ら乾燥が発生 し、加圧によるインク供給を行 っても安定 した意匠

形成が出来ず、長期 に亘 り意匠が不安定 となって しまった。

[0040] 同様 に、本実施形態に係るマ一キング装置 1 を、 1 0 °C の温度環境下で 6

O h 放置 した場合 にも、意匠は形成できるが、かすれや欠けが発生 し、適正

な意匠が形成できなかった。 しか し、 1 0 回連続 して加圧を行いインクを供

給する事 により適正な意匠が形成 された。 これに対 して従来品では、一度ス

タンプ部 2 1 が乾燥 して しまったことにより、加圧によるインク供給を行 つ

ても安定 した意匠形成が出来ず、長期 に亘 り意匠が不安定 となって しまった

[0041 ] さ らに、本実施形態に係るマ一キング装置 1 を、 2 4 °C の温度環境下で 8

. 5 h 放置 した場合、及び、 4 0 °C の温度環境下で 8 . 5 h 放置 した場合の

それぞれにおいて、その後マ一キング装置 1 を作動 させて着色を施そうとす

ると、意匠は形成できるが、かすれや欠けが発生 し、適正な意匠が形成でき

なかった。 しか し、 2 回連続 して加圧を行いインクを供給する事 により適正

な意匠が形成 された。 これに対 して従来品では、意匠は形成できるが、かす

れゃ欠けが発生 し、適正な意匠が形成できず、 5 回連続 して加圧を行いイン

クを供給する事 により適正な意匠が形成 された。従 って、適正な意匠を形成

するまでに比較的長い時間を要 した。

[0042] 加 えて、本実施形態に係るマーキング装置 1 を、 2 4 °C の温度環境下で 6

0 h 放置 した場合、及び、 4 0 °C の温度環境下で 6 0 h 放置 した場合のそれ

ぞれにおいて、その後マ一キング装置 1 を作動 させて着色を施そうとすると

、意匠は形成できるが、かすれや欠けが発生 し、適正な意匠が形成できなか



つた。 しか し、 2 回連続 して加圧を行いインクを供給する事により適正な意

匠が形成された。これに対 して従来品では、一度スタンプ部 2 1 が乾燥 して

しまったことにより、加圧によるインク供給を行っても安定 した意匠形成が

出来ず、長期に亘リ意匠が不安定となって しまった。

[0043] 以上より、本実施形態に係るマーキング装置 1 は、従来品と比較 して待機

時からの復帰において安定 した復帰を実現することがわかつた。

[0044] また、温度毎の塗布環境に示されるように、従来品では 1 0 °Cの温度環境

下において塗布を行うと、意匠幅が狭 くなり過ぎて しまい、 2 4 °C及び 4 0

°Cの温度環境下において塗布を行うと、意匠幅が不安定となり飛沫が発生 し

て しまう。コーティングをしないスポンジで、カバ一 2 4 を付けずにスタン

プによる着色を施そうとすると、スポンジのへたりや電線 1 0 0 上での滑り

が発生する為、飛沫の発生や意匠幅が不安定となる減少が生 じる。特に飛沫

が発生 して しまうと飛沫により設備が汚れたり、作業者が汚れたりすること

となる。これに対 して本実施形態に係るマ一キング装置 1 では、スタンプ部

1 の側面がカバ一 2 4 で覆われることにより、スタンプ部 2 1 のへたりや

電線上での滑り、飛沫を防止でき、設備や作業者が汚れて しまう事態を防止

することもできる。

[0045] 図 7 は、本実施形態に係るマ一キング装置 1 によリマ一キングされた電線

1 0 0 を示す図である。本実施形態によれば、電線 1 0 0 の被覆部に回路情

報 （すなわち電線種別）が分かる色や、あるいは後からコネクタ等に挿入す

る回路、同色の電線を違う回路に揷入 したりする為に識別 したりするパター

ンをマ一キングすることができる。例えば、図 7 に示すように、電線 1 0 0

の端末部分に全周に亘る着色 1 0 1 を施すことができる。

[0046] ここで、本実施形態に係るマ一キング装置 1 は、スタンプ部 2 1 に従来品

よりも一層柔 らかい多孔質部材を用いている。これにより、電線 1 0 0 の全

周に意匠を回り込ませ易くして、全周に亘る着色 1 0 1 を一層容易に形成す

るように構成 している。

[0047] なお、他の工程において、電線 1 0 0 の中間部分に文字をマ一キングして



回路情報 1 2 を付与するように してもよい。

[0048] このように して、本実施形態に係るマ一キング装置 1 によれば、スタンプ

部 2 1 の側面がカバ一 2 4 で覆われることとな り、側面に接するカバ一部分

により、側面をコ一テ ィング して剛性 を高めるときと同等の効果が得 られ、

コーテ ィングを施すという煩雑な作業が発生することな く、滑 り及びへタ リ

を防止することができる。

[0049] また、図 6 を参照 して説明 したように、スタンプ部 2 1 の側面がカバ一 2

4 で覆われることにより、乾燥 に強 く、且つ飛沫が発生 し難いマ一キング装

置 1 を提供することもできる。

[0050] 加 えて、従来では長時間低温で放置するとシ リンジの側面に付着 したブラ

ンジャで搔 き取 られたインクカスが堆積 して固まって しまいインクが供給さ

れな くなる事態が発生 していたが、加圧機構 1 1 を備えることにより、 この

ようなインクの供給不良が防止されることとなる。

[0051 ] また、カバ一 2 4 には凹部 2 4 a が形成 されているため、カバ一 2 4 に凹

咅 2 4 a が形成 されていないときのように、スタンプ部 2 1 が電線 1 0 0 に

接触できな くなって しまう事態を防止することができ、更に、細い径の電線

も着色出来る。 また、凹部 2 4 a の深 さを調整する事 によって、太い径の電

線にも対応可能である。

[0052] また、本実施形態に係るマ一キング装置 1 は、インクタンク 1 0 か ら本体

部 2 0 までの間に介在 し、インクタンク 1 0 か らのインクを本体部 2 0 内の

スタンプ部 2 1 側へ導 くための柔軟性 を有 した可撓管 3 0 を備えるため、ィ

ンクタンク 1 0 自体を本体部 2 0 に取 り付 けることな く、可撓管 3 0 を介 し

てインクを本体部 2 0 内のスタンプ部 2 1 に供給することができる。 このた

め、本体部 2 0 が縮小することとな り、マ一キング装置 1 の設備スペースが

過大 となって しまうことを防止することができる。 また、スタンプ部 2 1 が

被覆部 に接触するための動作によって振動が発生 したと しても、インクタン

ク 1 0 は本体部 2 0 自体に取 り付 けられてお らず可撓管 3 0 を介 して接続さ

れているため、その振動はインクタンク 1 0 まで伝わ り難 くな り、振動 によ



るインクの供給不良ゃィンク漏れの発生を抑制することができる。

[0053] また、本体部 2 0 は、可撓管 3 0 を介 して送られてきたインクを吸収する

と共に吸収 したインクをスタンプ部 2 1 に浸透供給するフェル ト部 2 2 を更

に備える。このため、インクタンク 1 0 内に受容されるインクは、可撓管 3

0 を通 じてフェル 卜部 2 2 に至り、フェル 卜部 2 2 からスタンプ部 2 1 まで

導かれることとなる。これにより、可撓管 3 0 をスタンプ部 2 1 という動作

する部材 （及びその周囲の動作部材）に直接取 り付ける必要がなく、動作の

繰 り返 しにより可撓管 3 0 が外れて しまう事態を防止することができる。

[0054] また、本体部 2 0 は、フェル ト部 2 2 の開口部 2 2 c から漏れ出す液剤を

保持する漏出インク保持部 2 3 をさらに備えるため、フェル 卜部 2 2 に対 し

てィンクの供給過多が発生 して液剤が溢れ出した場合、そのィンクは漏出ィ

ンク保持部 2 3 により保持されることとなる。これにより、インクがスタン

プ部 2 1 に過剰に供給されて電線被覆部に対する塗布不良が発生 して しまう

事態を抑制することができる。

[0055] また、本体部 2 0 は、フェル ト部 2 2 、漏出インク保持部 2 3 を覆う筐体

0 a をさらに備えるため、これらに保持されるインクが作業者等に付着 し

て しまう可能性を低減することができる。

[0056] 以上、実施形態に基づき本発明を説明 したが、本発明は上記実施形態に限

られるものではなく、本発明の趣旨を逸脱 しない範囲で、変更を加えてもよ

い。

[0057] 例えば上記実施形態では、電線 1 0 0 のマーキング装置 1 を例に説明 した

が、本発明は電線 1 0 0 のマ一キング装置 1 に限らず、下塗り剤を電線 1 0

0 に塗布する塗布装置に適用されてもよいし、マ一キングをコ一ティングす

るコ一ティング剤を電線 1 0 0 に塗布する塗布装置などに適用されてもよい

[0058] ここで、上述 した本発明に係る塗布装置の実施形態の特徴を以下に簡潔に

纏める。

[0059] [ 1 ] 電線 （1 0 0 ) の被覆部に液剤 （インク）を塗布するための塗布



装置 （マ一キング装置 1 ) であって、

前記液剤 （インク）を受容する液剤タンク （インクタンク 1 0 ) と、

前記液剤タンク （インクタンク 1 0 ) か ら液送される前記液剤 （インク）

を保持 した状態で前記電線 （1 0 0 ) の被覆部 に接触することにより、前記

液剤 （インク）を前記被覆部 に塗布する多孔質部材 （スタンプ部 2 1 ) と、

前記多孔質部材 （スタンプ部 2 1 ) の うち前記電線 （1 0 0 ) との接触面

( 2 1 a ) と交差する側面を覆 うカバ一 （2 4 ) と、 を備え、

前記カバ一 （2 4 ) は、前記多孔質部材 （スタンプ部 2 1 ) の接触面 （2

a ) 側 に形成 された略半円状の凹部 （2 4 a ) を有 し、

当該凹部 （2 4 a ) を前記電線 （1 0 0 ) に嵌める動作が行われることで

、前記多孔質部材 （スタンプ部 2 1 ) が前記電線 （1 0 0 ) に接触 して前記

被覆部 に前記液剤 （インク）が塗布 される

塗布装置 （マーキング装置 1 ) 。

[0060] なお、本出願は、 2 0 1 3 年 5 月 7 日出願の日本特許出願 （特願 2 0 1 3

- 0 9 7 8 1 3 ) に基づ くものであ り、その内容はここに参照 と して取 り込

まれる。

産業上の利用可能性

[0061 ] 本発明に係る塗布装置によれば、煩雑な作業が発生することな く、滑 り及

びへタ リを防止することができる良好な塗布装置を提供できる。

符号の説明

[0062] 1 マーキング装置 （塗布装置）

1 0 インクタンク （液剤タンク）

1 0 a 大径開放部

1 0 b 小径開放部

加圧機構

2 0 本体部

0 a 筐体

1 スタンプ部 （多孔質部材）



a ーキ妾角虫

フ ェル 卜咅

a 浸 透 供 給 部

b 被 覆 部 材

c 開 口部

漏 出 イ ン ク保 持

カバ 一

a 凹部

可 管

0 線

1 着 色

空 間



請求の範囲

[ 請求項 1] 電線の被覆部 に液剤 を塗布するための塗布装置であ って、

前記液剤 を受容する液剤 タンクと、

前記液剤 タンクか ら液送 される前記液剤 を保持 した状態で前記電線

の被覆部 に接触することによ り、前記液剤 を前記被覆部 に塗布する多

孔質部材 と、

前記多孔質部材の うち前記電線 との接触面 と交差する側面 を覆 う力

バ一 と、 を備 え、

前記カバーは、前記多孔質部材の接触面側 に形成 された略半円状の

凹部 を有 し、

当該凹部 を前記電線 に嵌める動作が行われることで、前記多孔質部

材が前記電線 に接触 して前記被覆部 に前記液剤が塗布 される

塗布装置。
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